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11月15日付け北海道新聞朝刊の「道、給与削減継続へ」の報道記事について
 (2011秋闘情報No.14)
北海道新聞は11月15日付け朝刊に、「道、給与削減継続へ」という見出しを付け、北海道が道職員の職員給与の削減を2012年度以降も複数年にわたって継続する旨の報道を行った。
こうした報道に対し、地公三者共闘会議は、11月14日に実施された副知事交渉において、道当局の回答が次年度以降の削減措置に対しては、明確な方針が固まっていないとした回答を繰り返していたところである。地公三者としてこの回答を確認したにも関わらず、その翌日に、削減額の総額が３００億円、そして、賃金確定交渉が終了後の２１日の週にも組合提案がされる見込みというマスコミ報道がなされたことから、緊急に副知事に対して、事実関係の確認を行うとともに、報道内容がこれまでの確認事項に反する内容であることについて、強く抗議を申し入れた。
これに対し副知事は「14日の交渉で回答してきた内容と現時点では道としての姿勢の変更はなく、人件費に頼らない道財政運営について引き続き慎重に検討を行っているところある。マスコミ報道については憶測記事の最たるものであり、訂正記事を新聞社に求めてきたところである」と回答した。これに対し地公三者は「マスコミ報道の内容で仮に議論することは、この間の労使間の約束を反故にする事態であり、労使関係に大きな影響を与えるだけでなく、道の厳しい財政事情によって住民サービスの制限を行っている事実に対して、どのように住民説明を行うのか」と厳しく問いただし、道当局の姿勢を追求した。副知事は「労使間の信頼関係を維持していく上で、今回の報道は極めて遺憾であり、申し訳ない」と謝罪した上で、「引き続き、賃金確定交渉に誠意を持って、対応したい」と答えた。これに対し、地公三者は「これまでの交渉経過（約束）を反故にする新たな提案は断じて認めることはできない」と指摘して、抗議行動を終えた。
また、北海道新聞の記事には「国公の給与特例法案を提出し、地方公務員に対しても独自削減を求める声は強まっている」「政府内では震災対策等を理由に地方交付税を削減すべきとの指摘もある」とされているが、この内容は事実無根であり、すでに、10月28日付け書記長コメントなどで周知したように、国公の臨時特例法案に係る地方公務員への影響の遮断は閣議決定済みであり、政府方針と全く異なる報道であると考えているところである。

引き続き、各単組においては、今回の報道内容が2011賃金確定闘争の山場における交渉結果に影響をさせないようにしっかりと交渉を進めること。
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